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特別支援学校高等部の就労支援における関係機関との連携
―― 多機関・多職種連携を困難にする要因の考察から ――
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　特別支援学校高等部の就労支援における関係機関との連携には，特別支援学校と障害者職業リハビリテー
ション，障害者福祉領域などの関係機関によって構成される多機関・多職種連携が求められている。この多
機関・多職種連携は，これまで特別支援学校内で行われてきたチーム・ティーチングのような単一機関・単
一職種連携とはその特徴や連携者に求められる専門性が異なる。本研究では，就労支援において特別支援学
校が求められている多機関・多職種連携の特徴を明らかにし，就労支援における課題と今後の研究の方向性
について検討した。
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Ⅰ．特別支援教育における移行支援制度の導入

　教育・医療・福祉の分野では，障害のある人に対し
て移行支援が導入されている。これは，米国の移行支
援システムをモデルとしたものであり，主に特別支援
教育とリハビリテーション領域の双方において実施さ
れている制度である。移行支援は，当初 Will（1984）
によって学校から職場への移行を橋渡しするという限
定的なサービスとして提唱された。その後 Halpern

（1985）によって，単に学校から職場への移行といっ
た狭義の支援ではなく，卒業していく生徒の QOL（生
活の質）の向上という観点を重視する支援の必要性が
提唱され，学校から地域社会，大人としての生活への
移行を支援するといった広義の観点による支援が行わ
れることとなった。日本における移行支援も米国と同
様に，障害のある人の QOL を重視したライフステー
ジ間の移行をより円滑に行うために，障害のある人の
ニーズに応じて関係機関が連携しながら支援を実施す
るものと捉えられている（全国特殊教育学校長会， 
2003）。
　移行支援が導入されてから，特別支援学校高等部で
は生徒に対して，在学時から卒業後約３年間をめどに，
保護者や移行先である企業や，卒業後の地域生活を支
援する福祉機関等と連携しながら，生徒のニーズに応

じた支援を充実することが求められるようになった
（全国特殊教育学校長会， 2003）。つまり，従来の進路
指導よりもさらに包括的かつ継続的な支援が求められ
ることとなり，特別支援学校は従来の進路指導に加え，
関係機関との連携を図り，それらの機関と共に，生徒
を学校から社会へ移行させるための支援と移行後の支
援を実施することが求められている。

Ⅱ．特別支援学校の移行支援と就労支援にお
ける連携

　特別支援学校高等部における移行支援では，作業学
習などの実習活動や進路学習を中心とした進路指導が
行われている。中でも卒業後に就職を目指す生徒には，
就労支援として企業等における実習や職業教育などが
実施されている（小塩， 2003）。特別支援学校におけ
る移行支援，進路指導，そして就労支援の関係を整理
すると，これらすべてを包括する概念として移行支援
があり，生徒が特別支援学校に在籍する期間に限って
実施される移行支援の一部として進路指導がある。特
別支援学校高等部においては，進路指導の１つとして，
就労を目標とする生徒には就労支援を実施している

（Fig. 1）。
　本研究では，特別支援学校高等部の就労支援におけ
る特別支援学校と関係機関との連携を取り扱う。なお，
特別支援学校高等部における就労支援を，就労を目的
とした移行支援という意味から就労移行支援と表現す
ることもあるが，本研究では就労支援という用語に統
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一する。
　特別支援学校高等部における就労支援には，生徒を
取り巻く教育・福祉・医療・労働等の関係機関との連
携・協力が不可欠とされており，こうした連携の内容
として，機関間の情報交換や研修，個別移行支援計画
の共同作成などが示されている（文部科学省， 2003）。

ことにより，これらの課題と今後の研究の在り方につ
いて考察する。

Ⅲ．特別支援学校の就労支援における連携の
定義と連携形態

１．就労支援における特別支援学校と関係機関との連
携の定義
   ここで，就労支援において求められている特別支援
学校と関係機関との連携の定義について述べる。
Table 1に示したように，松岡（2000）や川島（2005），
李・八重田・奥野（2008），吉池・栄（2009）による
教育・福祉・医療における専門職間の連携の定義

（Table 1）に共通するのは，異なる機関が同一の目的
を共有した上で，相互の資源を活用しながら課題を達
成する過程という点である。そこで本稿では，特別支
援教育の就労支援における連携を，「保護者，特別支
援学校及び関連機関が，特別支援学校に在籍する生徒
の学校から就労先への移行を支援するといった共通の
目的を持ち，単独では解決できない課題に対してチー
ムによるネットワークを構築し，相互の資源を共有し
ながら目的達成に向けて取り組む過程」と定義するこ
ととする。

２．就労支援における特別支援学校と関係機関との連
携形態
　特別支援学校と関係機関が連携して就労支援を実施
する場合，特別支援学校，公共職業安定所や企業など
の労働機関，就労移行支援事業所などの福祉機関，障
害者職業センターなどの職業リハビリテーション関連
機関など多機関に渡る。同様に，チームの構成員の専
門職も教員，行政官，福祉支援員，リハビリテーショ

　知的障害特別支援学校における進路指導は，従来の
進路指導形態に加え，進路学習や個別移行支援計画の
作成，関係機関が協働して支援を実施するネットワー
ク支援を中心とした移行支援という新たな枠組みにお
ける指導が求められてきている（内海， 2004）。この
進路指導では，生徒の移行支援に関わる関係機関との
ネットワークの構築や連携をいかに図っていくかが重
要な鍵となっている。
　このように知的障害特別支援学校高等部における進
路指導に関する課題の中でも，関係機関との連携をい
かに充実させるかといった課題は，生徒を社会へと移
行させるための支援の在り方に直接関わることから，
早急に取り組むべき重要な課題である。そこで連携の
充実を図るためには，まず特別支援学校と関係機関と
の連携の特徴や形態を検討し，この特徴や形態によっ
て生じる課題や，連携に影響を与える要因を明らかに
する必要がある。本研究では，特別支援学校の就労支
援における関係機関との連携の特徴と形態を整理する

Fig. 1　移行支援における進路指導と就労支援の位置づけ

Table 1　教育・福祉・医療における連携の定義

先行研究 連携の定義 

松岡(2000) 主体性を持った多様な専門職間にネットワークが存在し，相互作用，資源交換性を期待し

て，専門職が共通の目標達成を目指して展開するプロセス。

川島(2005) ２人または２つ以上の組織が，共通の目的のために知識や資源を共有し，相互作用しなが

ら，単独ではなし得ない問題に向かう動的プロセス。

李ら(2008) 異なる組織が協働の目標を達成するための手段であり，その目標を達成するためにお互い

に不足な部分を補完しながら責任を持って協力する過程。

吉池・栄

(2009) 
共有化された目的をもつ複数の人及び機関(非専門職も含む)が，単独で解決できない課題に

対して，主体的に協力関係を構築して，目的達成に向けて取り組む相互関係の過程。また，

連携の実態として「チーム(Team)」を位置づけた。
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ン支援員など多職種にわたる。つまり，就労支援にお
ける特別支援学校と関係機関とのチームの形態とは，
多機関・多職種によって構成されるチームといえる。
菊地（2000）は，このような複数の組織から構成され
る多機関・多職種チームを「分野の異なる専門職が被
支援者およびその家族などの持つニーズを明確にした
上で共有し，そのニーズを充足するためにそれぞれの
専門職に割り当てられた役割を，他の専門職と協働・
連携しながら果たしていく少人数の集団」と定義して
いる。
　これまでに特別支援学校では，効果的な授業の実践
として複数の教員で授業を実施するチーム・ティーチ
ング（以下，TT とする）が用いられているが，これ
は特別支援学校内という単一組織における，教員とい
う１つの専門職種における連携であり，単機関・単職
種連携にあたる。一方，就労支援において求められて
いる連携とは，特別支援学校と職業リハビリテーショ
ン機関や企業など複数の組織間における連携であり，
関わる専門職も多職種にわたる。この多機関・多職種
連携を効果的に行うためには，専門職相互の専門性の
理解，共通した目標の設定，そしてビジョンの共有が
求められている （菊地， 2004）。TT が同じ専門領域か
つ同一職種間において行う単機関・単職種連携である
ことと比較すると，多機関・多職種連携においては格
段に高度な知識・スキルが求められ，同じ領域を専門
とする専門職間では，その目標や価値観，ビジョンの
共有が比較的容易であるのに対し，異なる領域を専門
とする専門職間では，その専門職の基軸となる専門性
領域の違いから，目標や価値観，ビジョンの共有など
において， 時に困難さを示すことがある （菊地， 2000）。
　連携するチーム内において，異なる専門職が共有の
目標や価値観，ビジョンを保有するためには，チーム
の構成員となる個人が自身の専門性を高め，他者と自
身の専門領域との価値観や考え方の違いを理解し，相
互の専門性の違いを理解することが，チームを構成す
る過程で求められる（菊地， 2000）。つまり，質の高
い多機関・多職種連携を実現するためには，まず自身
の専門性を確立させることが重要な前提条件となる。
実際に，特別支援学校の就労支援における関係機関と
の連携阻害要因の１つに，特別支援学校の教員の就労
支援に対する知識やスキルなどの理解不足などが生じ
ていることが明らかにされており （藤井・落合， 2011），
関係機関と連携した効果的な就労支援を実現するため
には，進路指導担当教員の専門性の獲得及び向上が課
題であるといった指摘がなされている（藤井，2011）。

３．多機関・多職種連携の発展段階
　特別支援学校の就労支援において求められている多
機関・多職種連携は，チームとして協働する際にいく
つかの発展段階（Developmental Phase）を経て進ん
でいくが，結成されたチームが目的を達成する過程で
は，①チーム形成段階（Forming Phase），②規範形
成段階（Norming Phase），③対立段階（Confronting 
Phase），④実践段階（Performing Phase），⑤離脱段
階（Leaving Phase）の順に連携が段階的に発展する
ことが指摘されている（松岡， 2009）。
　松岡は，これら５つの段階について，以下のように
説明している。多機関・多職種連携の第一段階である
①チーム形成段階では，支援のニーズに対応すること
になる関係機関が集まり，ニーズに対する表面的な情
報が共有される。次の②規範形成段階は，チーム共通
の目標や目的を考案し始める段階であり，この段階で，
各チーム構成員の目標や役割などが明確になる。この
段階では，役割の明確化に伴う葛藤がチーム内に生じ
るが，チーム構成員は，この葛藤が表面化しないよう，
水面下に押し込むよう努めている。この水面下に押し
込まれた葛藤は，次の段階の③対立段階で噴出する。
この段階では，改めてチームが構成された目的や目標，
相互の役割が再確認される。ここでチーム内に生じて
いる葛藤や対立に建設的な態度で向き合うことで，
チーム構成員間に一体感が生じ，さらに次の④実践段
階でチーム機能が成熟していくと松岡は指摘してい
る。④実践段階では，チーム内で生じた葛藤を解決し
ていくなかで，メンバーは，構成員の多様性や独自性
がいかに重要かを実感し，さらなる信頼関係が構築さ
れる。この段階になると，チームが結成された目的が，
どの程度達成されているかが重視されるようになり，
チーム機能が成熟していく。⑤離脱段階では，チーム
が結成された目的を達成し，チームが解散したり，一
部の構成員がチームから離脱したりする段階である。
　特別支援学校の就労支援では，生徒のニーズに応じ
た質の高い支援を実現するために，多機関・多職種か
らなる構成員でチームを形成し，生徒が高等部を卒業
し，就労するまで支援することをチームの目標として
協働することになる。チームの発展段階と就労支援の
支援プロセスに照らし合わせて整理すると，①チーム
形成段階は，生徒が高等部入学後，「個別の教育支援
計画（以下 IEP とする）」及び「個別の移行支援計画 

（以下 ITP とする）」 を作成するために， 支援会議を開催
することに始まる。支援会議を重ねて IEP や ITP を
作成し，双方の具体的な支援内容や役割を確認する段
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階が，②規範形成段階や③対立段階に該当する。そし
て就労先となる職場における職業実習や職業訓練，卒
業後の自立に向けて日常生活を通した身辺自立の学習
や余暇の過ごし方などに対する支援など，卒業後の生
徒の社会的・職業的自立に向けた関係機関からの支援
が④実践段階に該当する。生徒が高等部を卒業し，目
標とした就労先に就職した場合に⑤離脱段階へ進む。
ただし，この⑤の離脱段階については，チームを特定
の生徒に対する就労支援を目標とする編成として捉え
た場合は，一部の構成員がそのチームから離脱する可
能性もあるが，特別支援学校では，同時に複数の生徒
への就労支援を実施しており，かつ就労を目指す生徒
が常に在籍していることを考慮すると，就労支援にお
いて主要な関係機関となる障害者職業リハビリテー
ション機関や障害者福祉機関，公共職業安定所など特
定の関係機関とは，チーム関係が継続されている。

Ⅳ．特別支援学校と関係機関との多機関・多
職種連携に影響を与える要因

１．多機関・多職種連携における５つの連携困難要因
　田中・太田・山本・繁野・佐藤・吉永（2010）は，
保健・医療・福祉の各領域において，連携に対する概
念の捉え方や判断基準について共通認識がないことの
問題点について，①目標達成のためのツール，②目的
や目標達成を含む関係者間の情報共有システム，③目
的や目標達成のための活動，④適材適所での人の動き，
⑤支援者の信頼関係の構築，⑥組織のつながりと仕組
みづくり，といった特徴があることを指摘している。
これらの特徴から，連携を促進させる要因として，①
理念上及び経験上の連携の有効性の理解，②良好なコ
ミュニケーションによる情報の共有，③ニーズに応じ
た支援と利用者の満足度，④個人の能力向上，⑤組織
機関の質の向上，⑥支援状況の確認の場や仕組み，を
挙げている。同時に，連携が阻害される要因として，
①情報の欠如，②コミュニケーションの欠如，③支援
者の利己的な状態，④個人の能力不足，⑤脆弱な組織，
を指摘している。
　このように，連携を深める，あるいは困難にする要
因は様々だが，これらの要因は，菊地（2004）が挙げ
ている多職種・多機関チーム活動に影響を与える６つ
の要因，つまり①社会的要因，②組織的要因，③個人
内レベルの要因，④個人間レベルの要因，⑤チームレ
ベルの要因，⑥リーダーの要因，のいずれかに該当す
る。ただし，⑥リーダーの要因については，チームの

階層性を前提としており，医学・医療・コメディカル
の領域では，医師を上位とする権限的階層性が存在し
ている。しかし就労支援の領域では，組織間の権限的
階層性が存在しないことから，就労支援における連携
に影響する要因は，①環境や社会的背景によって生じ
る社会レベルの要因，②組織的要因によって生じる組
織レベルの要因，③連携するチーム全体の要因（チー
ムレベルの要因），④連携するチーム内の職種間ある
いは個人間レベルの要因，⑤専門家個人内レベルの要
因，の５要因に分類できると考えられる。本研究では，
これらの５要因をもとに，就労支援における連携を困
難にする要因について検討した。

（1）社会レベルの要因
　連携を困難にする社会レベルの要因については， 
菊地（2004）や松岡（2000），一ツ田・有田・小山・
大 谷（2006），Chadsey-Rusch and Heal（1995） が，
公的な位置づけや制度としての支援不足，連携の重要
性に対する社会の意識の低さや欠如を指摘している。
また，個人情報保護法の施行により個人情報の取り扱
いの難しさが連携に影響していることも指摘されてい
る（川島， 2005；上岡， 2007）。よって，就労支援に
おける連携を困難にする社会レベルの要因には，就労
支援自体の法的な位置づけや根拠の不足や欠如，公的
な支援体制としての教員養成体制の不備や人員配置に
よる支援体制の不足が該当すると考えられる。

（2）組織レベルの要因
　就労支援における連携を困難にする組織レベルの 
要因については，Chadsey-Rusch and Heal （1995）， 
水谷・藤田（2001），李ら（2008），藤井・落合（2011）
が，予算の不足とそこから生じる支援に関わる人員の
不足を指摘している。また，それぞれの組織内の連携
に対する支援体制の不足（上岡， 2007）や連携先機関
の態度（李ら， 2008）なども，連携を困難にする要因
として挙げられている。つまり組織レベルの要因が連
携に与える影響は，特別支援学校の組織運営において，
就労支援に割り当てられる教員数の配慮や就労支援に
対する学校内の協力・支援体制がどれほど整備されて
いるかが鍵となると考えられる。また，組織レベルの
要因には，連携先となる関係機関が特別支援学校との
連携に対してどの程度必要性を感じているか，また組
織として特別支援学校の就労支援に対してどの程度積
極的かつ協力的な態度であるかも関係してくると考え
られる。

（3）チームレベルの要因
　チームレベルの要因とは，１つの目標に対して協働
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するチームが目標を達成させるために，十分機能し，
責任を果たしているかといった観点からのチームとし
ての完成度や成熟度に影響を与える要因のことを指
す。就労支援における連携を困難にする要因には，支
援会議の開催者や情報共有範囲の不明確さ，（一ツ田
ら，2006），問題意識や相互の役割理解の不足（松岡・
石川，2000）が指摘されている。これはチームにおけ
る活動の実施を困難にする要因であり，チーム運営に
大きく影響し得る要因である。こうした課題は，チー
ムとして活動する際に，互いの役割や関わり方が明示
されていないことによって生じるため，専門家間で
チームアプローチモデルが共有できないといった問題
が出てくる（松岡， 2000）。松岡・石川（2000）は，
専門職種の種別によって連携の際に想定しているチー
ムアプローチモデルが異なることを明らかにしてお
り，どのチームアプローチモデルを用いて連携するか
をチーム内で明確にすることで，効果的なチーム運営
が行えるとしている。また菊地（2000）も，それぞれ
の専門職がチームとして活動するために，どのチーム
アプローチモデルを採用し，どれほど知識や技術，適
切な態度の共有をするかが重要であると指摘してい
る。さらに藤井・八重田（2011）も，特別支援学校と
就労支援機関の望ましいと考えているチームアプロー
チが双方で異なることを明らかにしており，チームと
してどのモデルのチームアプローチを用いるかを明確
にすることが，一体化したチーム運営を行うには欠か
せないと指摘している。

（4）個人間レベルの要因
　就労支援における連携を困難にする個人間レベルの
要因として，双方の信頼関係が構築できない（川島，
2005；上岡， 2007）ことが指摘されている。これは専
門職の違いから価値や行動の差異が生じ，誤解や理解
不足が生じる（松岡・石川， 2000；松岡， 2000）こと
に起因していると考えられ，連携する他の専門職に対
する学習経験の有無が個人間レベルにおける連携の程
度に影響することが明らかにされている（李ら，
2008）。
　連携に影響する個人間レベルの要因は，チームとし
て機能するための前提条件であり，チーム構成員内に
おける個人的な人間関係形成に関わる要因でもある。
つまり対人援助支援の姿勢として基本となる対人関係
形成にかかわる能力であり，アサーティブコミュニ
ケーションやコーチングスキルを基本とする能力やス
キルがこれらに該当する（松岡， 2009）。これらの能
力・スキルが不足すると，専門分野の違いから価値観

や行動の差異が生じ，それが誤解や理解不足を招き 
（松岡， 2000；菊地， 1999），結果として双方の信頼関
係が構築できない（川島， 2005）といった事態に陥る。
松岡（2009）は，こうした職務や専門分野の違いに加
え，チーム構成員個々の気質や性格の不一致も原因に
なることを指摘しており，こうした専門職間の多様性
や独自性への心理的葛藤や摩擦を軽減するために，
チーム構成員それぞれが対人援助職としての基本的な
対人関係形成能力を高めることの重要性を指摘してい
る。松岡は，ユングのタイプ論を基にする True 
Colors というプログラムに着目している。このプロ
グラムは，自己と他者の気質の違いに着目して，気質
の異なるもの同士のコミュニケーションギャップを実
感し，周囲の人間関係改善やコミュニケーション能力
の向上を図るものである。こうしたプログラムを通し
て，チーム構成員が，他の構成員の職種だけでなく，
性格や価値観の多様性に改めて気づくことにより，個
人間で生じる誤解や理解不足が解消し，より良い信頼
関係を構築することができる。

（5）個人内レベルの要因
　就労支援における連携を困難にする個人内レベルで
の要因としては，連携する個人の専門性（上岡，
2007）や連携に対する知識（松岡， 2000；知名・田中・
下地， 2005） が挙げられる。また， Defur and Taymans

（1995）は，こうした個人の専門性や連携に対する知識，
連携に対する態度などを，就労支援における教員個人
のコンピテンシーという用語で説明している。これに
よると，就労支援における教員に求められるコンピテ
ンシーとは，連携する組織の運営，関係機関に関する
知識，個別移行支援計画書の作成，就労支援に対する
心構えが挙げられている。つまり教員個人がこのコン
ピテンシーをどれほど多く備えて就労支援を実施して
いるかが，連携の在り方に影響する要因として考えら
れる。なお，このコンピテンシーは，専門職コンピテ
ンシーとも呼ばれ（菊地， 1999），専門職としての適
正な資質や能力のことを指す（橋本，2010）。多機関・
多職種連携では，高い専門職コンピテンシーを保有す
ることで，就労支援の成果が高まることが期待される

（菊地， 2004）。ただし，多機関・多職種連携において
成果を生む専門職コンピテンシーとは，単に橋本

（2010）のように，自身の専門領域のみに高い専門性
を保持することだけではなく，他の専門職の専門性と
の共通性や相違性について理解し，それらを言語化で
きる能力が求められる（松岡，2009）。この専門職コ
ンピテンシーを獲得することによって，他の専門職と
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の心理的葛藤や意見の対立に対して，理論的に自己の
専門性の効果と限界点について主張し，問題解決を図
ることが可能になる（松岡，2009）。李ら（2008）は，
連携する他の専門職について事前に学習する時間を設
けることで，その後の連携の程度が異なることを明ら
かにしている。つまり，より効果的な多機関・多職種
連携が行われるためには，事前に専門家それぞれが他
領域の専門職の職務や役割についても学習することが
必要である。

２．多機関・多職種チームのコンピテンシーと専門職
個人のコンピテンシー
　菊地（2004）や松岡（2009）は，多機関・多職種に
よって構成されるチームの機能や能力を理解するにあ
たり，チームを１つの単位として捉えるチームコンピ
テンシーに着目している。チームコンピテンシーとは，
チームワークによって目標や課題の解決を適正に遂行
する能力である（松岡， 2009；菊地， 2009）。チーム
コンピテンシーは，複数の構成員によって成り立つ
チームが，どの程度のチームコンピテンシーを保有し
ているかによって，チームとしての成熟度，完成度が
決定され，チームが形成された目標・課題の達成に影
響を与える。
　このチームコンピテンシーは，チーム構成員となる
専門職個人のコンピテンシーと混同されることがある
が，専門職個人のコンピテンシーは，チームアプロー

チコンピテンシー（連携時にチームの構成員として自
身の知識，スキルを活用できる），専門性コンピテン
シー（個人の専門領域の知識，スキル，態度），そし
て対人援助職としての人格的基盤となる基本的対人援
助の姿勢・態度の３つの下位項目から構成されている

（菊地， 2004） （Fig. 2）。
　チームコンピテンシーの有無によって生じる様々な
問題は，前述した多機関・多職種連携を困難にする５
つの要因ではチームレベルの要因に該当する。一方で，
専門職個人のコンピテンシーは，連携を困難にする個
人間レベルと個人内レベルの両方の要因にまたがる。
専門職個人のコンピテンシーの下位項目である専門性
コンピテンシーは，連携を困難にする個人内レベルの
要因に分類されるが，チームアプローチコンピテン
シーは，連携を困難にする個人間レベルの要因に分類
される。よって，多機関・多職種連携におけるチーム
レベルの要因には，チームを構成する個人によって生
じる個人間レベルの要因，個人内レベルの要因双方の
影響があると考えられる。

Ⅴ．考　察

　特別支援学校の就労支援に関する連携困難要因は，
障害のある生徒の就労支援の拡充や職業教育や就労支
援に携わる教員の養成，専門教員の特別支援学校への
配属を推進する法的根拠の不備や，障害のある生徒に

Fig. 2　チームコンピテンシーと専門職個人のコンピテンシーとの関係
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対する就労支援の必要性や重要性を認識していない社
会レベルの要因，特別支援学校の組織内における就労
支援体制や就労支援に携わる教員への理解の欠如など
による組織レベルの要因，就労支援を行うチーム構成
員間でのコミュニケーションの欠如などによるチーム
レベルの要因，連携に対する積極態度の欠如や性格の
違いから生じる摩擦などによる個人間レベルの要因，
そして教員自身や連携する他の専門職の専門職コンピ
テンシーの低さに起因する個人内レベルの５つの要因
に整理できる（Fig. 3）。
　就労支援における連携を困難にしている社会レベル
の要因には，連携することの法的な根拠の明示など連
携に対する公的な位置づけや意義づけ，連携を可能に
する制度や施策の整備などが該当する。特別支援学校
の移行支援では，就労を目指す生徒に対して，生徒の
ニーズに応じて必要な関係機関と連携しながら，就労
支援を実施することが求められている。特別支援学校
の就労支援では，連携することの必要性と重要性が明
示されているが，実際に連携を行う場面では，生徒の
個人情報を取り扱う制度・ガイドラインの明示の不足
や，連携を担う人材の不足などが生じている現状があ
る。連携を担う人材が所属する組織では，組織自体の
財政面の課題から連携を担う人員を十分に確保できな
いことや，連携に対する組織内の意識統一ができてい
ないなどといった組織内における課題がある。こうし
た社会レベルの要因や組織レベルの要因は，連携を取
り巻く環境によって生じる課題であり，連携を困難に
する環境因子といえる。

　チームレベルの連携困難要因は，生徒の就労を支援
するためにチームとして定めた目標を達成させる過程
に大きな影響を与える。それは，特別支援学校の就労
支援における関係機関との連携は，多機関・多職種に
よって構成されるチームによって遂行されるためであ
る。この多機関・多職種連携では，菊地（2000）が指
摘するように，チーム構成員の専門領域の違いから，
連携の目標や価値観，ビジョン共有の困難さが生じる
ことがある。連携するチームは，特別支援学校及び関
係機関に所属する個人によって構成されている。個人
間レベルの要因と個人内レベルの要因は，連携関係を
形成するチーム内の要因であり，チームの内的因子と
いえる。よって，チームレベルの要因は，チームを取
り巻く環境因子とチームを構成する内的因子の双方に
よって影響されると考えられる。
  このように，特別支援学校の就労支援における連携
の課題は，連携するチームを取り巻く環境因子によっ
て生じている課題，チームアプローチモデルの共有な
どチームの成熟度によって影響されるチーム因子に
よって生じている課題，そしてチームを構成する構成
員の要因である内的因子によって生じている課題の３
つに分類できる（Fig. 4）。これら３つの因子は相互に
影響しているが，特別支援学校の就労支援における連
携の課題は，多様な要因が複雑に影響しながら生じて
いることを考慮すると，まずは連携の課題をこれら３
つの因子に分けて整理することが有効と考えられる。
　また，就労支援における多機関・多職種連携の課題
を整理するにあたり，さらに有益な視点になると考え

Fig. 3　５つの連携困難要因の関係図
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られるのが，多機関・多職種連携におけるチームの発
展段階の視点である。チームの発展段階では，段階に
応じてチーム内の「目的の共有」，「葛藤」，「建設的態
度による葛藤の解決」，「チーム内の違いの承認」の課
題がある（松岡， 2009）。特別支援学校における就労
支援では，支援会議の開催をチーム形成段階として，
支援対象となる生徒が目的を達成するまでチームとし
て支援することとなる。就労支援の過程において生じ
ている問題が，チーム発展の５つのどの段階で生じて
いるかを確認することで，チームを発展させるために
講じるべき対策が明らかになる。これが把握できれば，
チームとして取り組むべき課題が明確になる。よって，
就労支援における多機関・多職種連携の課題を明らか
にするためには，多機関・多職種連携に影響を与えて
いる環境因子，チーム因子，内的因子の３つの視点に
よる連携の課題を整理し，多機関・多職種連携を実施
するチームの発展段階の視点を組み合わせながら連携
の課題を整理する必要があり，これにより，多様な要
因が複雑に関連した課題をより的確に把握することが
可能となる。
　連携阻害要因（菊地 , 2000）とチームの発展段階（松
岡 , 2009）の２つの視点を用いて多機関・多職種連携
の課題を整理することは，複数の要因が相互に影響し
合う多機関・多職種連携の複雑な課題を，連携阻害要
因の領域と時系列によって生じるチームの変化に着目

する上で有効と考えられる。よって，今後就労支援に
おける連携の課題について研究する場合には，この２
つの視点を用いて整理し，多機関・多職種連携の課題
を解決するための方策を検討することが必要と考えら
れる。
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